


































































Possibility of Regional Activity by the Attraction of Sports Camps 










































高校　5,500円 × 2,092人泊＝ 11,506,000円
大学　6,500円 × 658人泊＝ 4,277,000円







年度 利用団体数 団体人数 滞在のべ人数
平成19年度 ４団体 620名 708名
平成20年度 ６団体 808名 942名
平成21年度 ５団体 749名 897名
平成22年度 ５団体 830名 982名
平成23年度 ６団体 672名 851名
平成24年度 22団体 2308名 3,005名
平成25年度 23団体 3022名 3,739名
平成26年度 26団体 2025名 2,717名
平成27年度 20団体 2328名 3,048名
平成28年度 26団体 2750名 3,628名






































































































































ウント：Sport Industry Research Centre）。わが国にお
いても、東京オリンピック・パラリンピック競技大会に
向けて、今後、ますますの成長が期待できると思われ
る。また、英国との比較においても、日本は全産業に占
めるスポーツ産業割合の拡大余地があるとも指摘されて
いることから、産業構造に占めるスポーツ産業の割合が
伸長することによって、広範な産業分野に与えるインパ
クトは一層大きくなることが予想される。
　この状況下のもと、日本は2019年のラグビーワール
ドカップを皮切りに、2020年には東京オリンピック・
パラリンピック競技大会、そして、2021年には関西
ワールドマスターズゲームズといった世界規模のスポー
ツイベントを控えていることから、スポーツ産業を活性
化させる絶好の機会が到来していると言えるであろう。
そのことを踏まえるまでもなく、地域を活性化するス
ポーツコミッションは、その活動組織としての役割は、
これまで以上に設立が期待されるものと思われる。
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